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１．要　旨

現在日本は、健康長寿社会を医療関係者のみでは実

現できないほど複雑な社会になっており、その取り組

みも従来の各臓器の疾病リスクを考えるものから、全

身の健康そのものを考えた、社会を含む健康リスクを

考えるものに変えていく必要があります。この取り組

みを実現するためには、社会を構成する多分野の連携

が必要になります。そのために共通言語を持ち、自分

の専門分野の内容を専門以外の人たちに説明し、他分

野の説明を理解することができる、より広い視野を持

つ人材を養成するための多職種連携教育を推進してい

く必要があります。将来に向けて医学、歯学、看護学、

薬学、リハビリテーション学、栄養学、臨床心理学、

言語聴覚学などの学生に加えて、保健、福祉、介護、

および自然科学、人文科学および社会科学の学生がと

もに学ぶ機会を作り、共通言語を獲得させることが急

務であると考えます。

他方、答えのない問題に取り組むためのアクティブ・

ラーニングを推進する教育的な観点からは、クリティ

カルシンキングにおいて、具体的な問題を多面的に捉

えることは極めて重要であります。ここで、多分野の

学生が一緒に具体的な状況下で問題に取り組むことに

より、複数の視点から多面的に問題を捉えることに到

達しやすくなると考えます。また、学問分野基盤型教

育から、社会のニーズを共通の目標とすることができ

る分野横断型教育への転換を図ると、学生の動機づけ

を強化し、効果的な学修ができ、教員間の協働やコミ

ュニケーションも促進することができると考えます。

２．はじめに
我が国では超高齢化に伴い、国民の健康の維持、増

進を医療関係者だけでは達成できないほど複雑な社会

が到来しています。各臓器の疾病リスクを考えた医療

から、全身の健康、社会を含む健康、健康寿命の延伸、

生涯を通じて豊かな社会にするための医学、医療が求

められ、地球上の人々の健康を考えたユニバーサル・

ヘルス・カバレッジ（UHC）につながっていくものと

考えられます。

団塊の世代が後期高齢者になる2025年問題が叫ばれ

る中、厚生労働省はその解決策として診療所や病院を

中心とした医療システムから転換し、高齢者の尊厳の

保持と自立生活の支援を目的として、可能な限り住み

慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、地域の包括的な支援・サービ

ス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進し

ています。このシステムを効率よく運用するためには、

住民が健康問題を自分の問題として理解し、積極的に

健康問題に参加することが必要であります。また、住

民と社会を健康にするという目標に向かって、多職種

連携により多分野の人々が共通言語を有し、同じ土俵

で議論して、新たな保健システムの構築や次世代の社

会保障システムを創生することが求められます[1]。

この第１段階として、議論に参加する人々を教育す

る教育機関（とくに大学）において、多職種の専門家

を包含した教育システムを構築する必要があります。

「住民と社会の健康」というテーマについて、保健、

医療、福祉に加えて、栄養、体育、行政、経済、法律、

工学、情報科学などの多分野が、お互いの専門性を理

解、尊重し、連携して取り組むことが重要です。この

ような背景から、今回「知識の創造を目指した分野横

断型授業」の提案を試みます。

３．多職種連携教育（IPE:Interprofessional 
Education）について

英国で1987年にIPEの推進を目的として、CAIPE

（Centre for the Advancement of Interprofessional Education)

が設立されました。CAIPEによるIPEの定義は「２つか

それ以上の専門職が、協働とケアの質を改善するため

に、ともに学び、お互いから学び合いながら、お互い

のことを学ぶこと」であります[2]。ブリストル王立病

院における医療事故（1988～1995年）と児童虐待：
ビクトリア事件（2000年）の調査から多職種連携の必

要性が認識され、2001年には「Working Together-

Learning Together」という政府文書が出され、多職種

連携教育への関心が高まりました。

日本学術会議医学教育分科会は「我が国の医学教育

はいかにあるべきか」という提言を出しています [3]。

その中で「教育面から医学と歯学、薬学、看護学の相

互的連携を深めることが、将来、チーム医療としての

基盤を確立し得ると考えられる」と述べられています。

第29回日本医学会総会では「健康社会宣言2015　関

「健康をテーマにした知識の創造を目指した

分野横断型教育モデル」の提案

知識の創造を目指したICT活用教育モデルの研究
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西」と題し、その１番目に「治療から予防へのパラダ

イム・シフト」が提言されました。その趣旨は「少子

高齢社会では病気の予防が重要であり、胎生期から死

に至るまでの終生にわたるヘルスケアを推進し、慢性

疾患においては臨床症状などの異常が現れる前に予測

し、発症前に介入する先制医療を目指すべきであり、

高齢者が寝たきりにならないように、筋力の維持、リ

ハビリテーションなどの対策も進める」というもので

あります。これらの提言を実現するために多職種連携

が必要なことは明白であります[1][4]。

医学教育モデル・コア・カリキュラム（平成23年３

月改訂）では、基本事項に「コミュニケーションとチ

ーム医療」が組み込まれ、歯学教育モデル・コア・カ

リキュラム（平成22年改訂）でも「患者中心のチーム

医療」と「歯科医師に必要な医学的知識」が追加され、

必修で学ぶべき事項となっており、平成28年度改訂版

ではさらに超高齢社会への対応として、多職種連携・

多職種協働やチーム医療を具体的にイメージできるカ

リキュラムが求められている。

米国では、看護大学協会、薬科大学協会、歯科医学

教育学会、医科大学協会、公衆衛生大学連盟、整骨医

学大学協会の6つの組織により、“Core Competencies

for Interprofessional Collaborative Practice”が2011年に

刊行されました。この中でIPEの目標は「すべての医

療専門職教育を受けている学生が、より安全でより質

の高い患者中心・地域医療を基盤とした医療システム

を構築するために討論を通じて協力すること」とされ、

多職種連携を目指す学生間の双方向型の学修を通じて

身につけると記されています[5]。

４．アクティブ・ラーニングの推進
一方、中央教育審議会は「予測困難な時代において

生涯学び続け、主体的に考える力を養成する大学へ」

の中で、「自ら問題を発見し、解決策を見出し実践で

きる力を養成する能動型学修」すなわち「答えのない

問題に取り組むための学修」としてアクティブ・ラー

ニングを政策として推進しています[6]。アクティブ・

ラーニングを推進する際に、「与えられた情報を鵜呑

みにせず、複数の視点から注意深く、論理的に分析す

る能力や態度」と定義されるクリティカルシンキング

を身につける必要があります[7]。欧米の医学・歯学部

の学部卒業時のコンピテンシーとして、クリティカル

シンキングは上位に上がっています[8]。　

クリティカルシンキングは、「問題を分析して、解

決の方向に向けて協調作業をする」創造的思考の十分

条件ではないが、必要条件と位置づけられています。

この重要性は、①俯瞰的視点から注意深く検討し、問

題を明らかにする態度を身につける、②具体的な状況

で問題をどのように解決するかを検討することによっ

て、現実に対応する方法を考え、解決する技能を学ぶ、

③問題解決・臨床推論のステップを学ぶ、という点に

あります。したがって、生涯、医療人として歯科医師

が患者中心の医療を進めていくために、クリティカル

シンキングの態度・技能・知識を身につけることは重

要であると考えられます（図１）[9]。

５．統合型・多職種連携教育への転換
他方、医学教育においては、伝統的な「学問分野基

図１　クリティカルシンキングとは
（出典　道田泰司「批判的思考研究からメディア・リテラシーへの提言」）

盤型教育」から「統合型・多職種連携教育」への転換

が進んでいます。統合型の利点としては、実際の医療

を反映し、基礎医学と臨床医学の関連性を示すことに

より学生への動機づけが強化され、また理論を実践に

関連づける統合により学修が効果的になることが挙げ

られます。また各学問分野の不要な重複を避けられ、

学修リソースの共有により、費用対効果にも優れ、さ

らに教員間の協働やコミュニケーションが促進され、

社会のニーズを共通の目標とできるメリットもありま

す。

科目が、他の科目や学部を考慮せずに「独立」して

いる状態から、「時間調整」や１つのコースで複数の

科目が統合されたテーマで教えられる「多分野」、そ

して各科目の境界がなくなった「多分野連携」を経て、

実社会で実際にある問題を対象とした「分野横断

（trans-disciplinary）」まで統合される過程を、図２に

示します[10]。

健康長寿社会においてPBLチュートリアルなどSGD

(Small Group Discussion)を基盤とする多職種連携教育

を推進する学術的背景として、以下の３点があげられ

ます。

１）健康長寿社会の実現に貢献できる人材を養成する

ためには、複雑な背景がある高齢者の問題を様々

な制約の中で解決するための教育を行う必要があ

る[11]。

図２　統合のはしご
（出典　Harden RM. The integration ladder: a tool  for curriculum planning and evaluation.）



図３　昭和大学における４学部連携PBL
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後で学生は「将来に向けてとても良いトレーニングに

なったと実感できた。将来の医療現場で活かしたい」

「チーム医療を実践する上で必要な問題解決能力も向

上したと思う」というチーム医療学修の充実感を得る

と同時に「専門外の知識もしっかり理解し、今後に活

かしたい」「将来チーム医療を行うにあたり自分の提

案が患者の治療・ケアプランの立案に直結していくの

で、責任を持った発言ができるように学びを深めてい

きたい」など、さらなる学修への動機づけへとつなげ

ていることが確認できました。

このようにPBLを繰り返し実践することにより、学

生は問題発見と発見した問題を多面的に捉え、プロブ

レムマップを活用して問題を整理し、「わからないこ

と」「あやふやなこと」を学修項目として、信頼度の

高いリソースを活用して解決に至るクリティカルシン

キングの態度を身につけます。特に複数学部が交ざっ

たPBLでは問題をより多面的に捉えることができるよ

うになり、また他学部学生とのディスカッションを通

じて、専門の内容を非専門の学生に説明する難しさや

２）教育の手法として「統合型・多職種連携アプ

ローチ」は実際の医療を反映しやすく、学生

への動機づけを強化することで、学修がより

効果的になり、さらに医療における共通性お

よび基盤をしっかりと教育できるメリットが

ある[12]。

３）多職種連携教育の方法の一つとして、ディス

カッションなどによる交流型の学修が提唱さ

れている[13]。

６．昭和大学における多職種連携教育の
取り組みと成果

上記の背景を考慮し、昭和大学では、「超高齢

社会のニーズに応えられるチーム医療ができる医

療人を育てる」という目的で、４学部連携PBLを

実施しています。本PBLでは約８名の４学部の学生グ

ループで、シナリオ（事例）に取り組み、シナリオの

問題を異なる視点から捉え、プロブレムマップという

形で問題に対する理解を図に表現して、グループ全員

が共有します。その中で「わかること」と、「わから

ないこと」「あやふやなこと」に分類し、「わからない

こと」「あやふやなこと」を学修項目としてあげ、自

己主導型学修を行う。信頼できる適切な情報を選択で

きることと、学修した内容をグループで共有する際に、

専門が異なる学生に対してわかりやすく説明し、また

専門の学生の説明を理解することが必要となり、貴重

な学びの場となっています（図３）。

昭和大学は、医学部、歯学部、薬学部、保健医療学

部（看護学科、理学療法学科、作業療法学科）からな

る医系総合大学で、１学年は約600名です。図４に示

すように、初年次は全寮生活という環境も活かして、

身近な題材をテーマにした４週間にわたるPBLチュー

トリアルを１年間に２回実施しています。医歯薬学３

年次、４年次（保健医療学２年次、３年次）には脳梗

塞、関節リウマチ、パーキンソン病などをテーマにし

た臨床的なシナリオを用いて、３週間にわたるPBLチ

ュートリアルを年１回実施しています。医歯薬学５年

次（保健医療学４年次）には４～６名からなる４学部
合同学生チーム（約120チーム）による１週間の学部

連携病棟実習を必修で実施しており、各病棟で１名の

入院患者を１週間担当し、回診や検査、診察などを通

じて、患者情報の共有と治療・ケアについて討議、提

案を行っています。

医歯薬学３年次（保健医療学２年次）終了後に、学

生が提出したふりかえりポートフォリオの分析からみ

た学修成果を、図５に示します[14]。本PBLを終了した

図４　昭和大学の体系的・段階的なチーム医療学修

図５　ポートフォリオ分析からみたチーム医療教育の学修成果　
（出典　榎田めぐみ他　「臨床シナリオを用いた学部連携PBLチュートリアルの多職種連携教育における有用性の検討」）
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非専門の内容を理解する難しさに気づき、問題の本質

を掴むことができるようになります。さらに、これら

の臨床的、実践的学修を通じて、実際の医療を反映し

た医療の共通性と各職種の専門性を身につけることが

できます。本PBLを通じて、最終的には問題の多面的

な理解に基づいて、健康長寿社会における問題解決が

できるようになると考えます。

７．分野横断型PBLチュートリアルの提案
前述の成果より、以下のような分野横断型PBLチュ

ートリアルを提案します。大学、学部・学科の日程や

場所の制約を受けずに、ICTを活用したグループディ

スカッションを通して、現在日本社会が世界に先駆け

て直面している超高齢社会の問題を保健、医療、福祉、

介護などの学生が学ぶ機会を与えます。さらに共通の

基盤と各職種の役割を認識した上で、学修の動機づけ

とふりかえりを学生達に促します。本PBLを通じて学

生が身につけるコンピテンシーは以下の通りであります。

１）自分の意見を分かりやすく他者に伝え、他者の意

見を傾聴し、積極的で効果的なグループ討議がで

きる。

２）問題解決のために、エビデンスの高い適切な情報

を活用できる。

３）提示された事例に含まれる様々な情報について討

議し、登場人物が有する問題をグループとして把

握できる。

４）事例の登場人物に適した改善策などの方針をグル

ープとして提案できる。

５）提示した改善策の有効性、リスクなどについて他

のメンバーに適切に説明できる。

６）登場人物に関する情報の共有、対応方針について

グループで共通の理解を持つことの重要性を説明

できる。

７）討議のプロセスとその結果について、分かりやす

く発表し質疑に答えられる。

８）提示された事例について、登場人物の問題を把握

し、それに対する解決策を提案する。その際に提

案を支える「情報」とその信頼度を明らかにし、

研究レポートを作成できる。

上記の８つのコンピテンシー評価を行う際に、２）

と８）は個人評価、１）、３）〜７）はグループ評価
とします。いずれも評価の際にはルーブリックを活用

し、自己評価、ピア評価、教員評価を組み合わせます。

グループ評価基準は所属する学部、学科に関係なく、

共通とします。

特に単科大学の場合、多学部・学科と連携した多職

種連携教育であるPBLチュートリアルを行うにあたっ

ては様々な困難があることは、想像に難くないです。

グループディスカッションは対面で行うのが望ましい

が、多学部・学科の学生が健康長寿社会の実現に向け

た問題にICTを活用したネット会議によって、カリキ

ュラム（時間）や場所の問題を解決し、ともに取り組

むことは意義があると考えます。

学生時代に多職種連携教育を学修した学生達が、将

来各地域でその特色を活かした地域包括ケアシステム

を構築し、健康長寿社会、さらには生涯を通じて豊か

な社会を実現することを期待します。
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